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令和６年６月 26 日 

 

 

 

令和６年度 独立行政法人日本高速道路保有・債務返済機構調達等合理化計画 

 

 

「独立行政法人における調達等合理化の取組の推進について」（平成 27 年５月 25 日総

務大臣決定）に基づき、独立行政法人日本高速道路保有・債務返済機構は、事務・事業の

特性を踏まえ、ＰＤＣＡサイクルにより、公正性・透明性を確保しつつ、自律的かつ継続

的に調達等の合理化に取り組むため、令和６年度独立行政法人日本高速道路保有・債務返

済機構調達等合理化計画を以下のとおり定める。 

 

 

１．調達の現状と要因の分析 

（１）当機構は、高速道路資産の保有・貸付け、債務の早期・確実な返済等により国民負担

の軽減を図ること、高速道路会社による高速道路に関する事業の円滑な実施を支援する

ことを目的としている。 

 

当機構は、支出の原因となる契約の主たる内容を債券等の引受・募集等に係る契約（令

和５年度実績 件数７割程度、金額９割程度）が占めており、これらは調達額及び調達回

数により各年度で大きく増減する。そのほかは、事務所・複合機等の賃貸借、システム保

守等の経常的支出に係る契約と各年度の業務量によって件数・金額が増減する不動産鑑

定業務、調査研究等の契約となっている。 

また、更なる競争性の確保に向けた取組みとして、参考見積の提出を受けたが入札不

参加となった業者へ不参加理由をヒアリングする等によりえられた内容を次の入札に反

映するなどの改善を図りつつ、調達を行った。 

なお、これまでの随意契約の見直し等の結果、全体の契約件数の８割程度が一般競争

入札等の競争性のある契約方式としており、競争性のない契約は事務所の賃貸借、郵便

料金など真にやむを得ないものに限定して行っている。 
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令和５年度の契約状況は、表１のとおりであり、契約件数は 88 件、契約金額は 48 億

円である。また、競争性のある契約は 74 件（84.1％）、47 億円（96.3％）、競争性のない

契約は 14件（15.9％）、２億円（3.7％）となっている。 

 

令和４年度と比べ、競争性のある契約は、債券の起債回数が大幅に増加したため、金額

は 29 億円、件数は 28 件増加したが、その他の契約は金額・件数共に減少となった。一

方、競争性のない契約は、新規でシステム保守契約を行ったが小規模案件だったため、昨

年度比では、金額は１億円減少となった。なお、件数は、システム保守契約の新規契約及

び宿舎借り上げ契約により、２件増加した。 

 

 

 

表１ 令和５年度の調達全体像 

（単位：件、億円） 

  令和４年度 令和５年度 比較増▲減額 

  件数 金額 件数 金額 件数 金額 

一般競争 
(40.0%) (29.9%) (47.7%) (65.9%) (75.0%) (449.7%) 

24 6 42 32 18 26 

企画競争・ 

確認公募 

(40.0%) (54.8%) (36.4%) (30.3%) (33.3%) （37.9%) 

24 11 32 15 8 4 

競争性のある

契約（小計） 

(80.0%) (84.7%) (84.1%) (96.3%) (54.2%) (183.2%) 

48 16 74 47 26 30 

競争性のない

契約 

(20.0%) (15.3%) (15.9%) (3.7%) (16.7%) (▲ 39.3%) 

12 3 14 2 2 ▲ 1 

合計 
(100.0%) (100.0%) (100.0%) (100.0%) (46.7%) (149.1%) 

60 19 88 48 28 29 

 

（注 1）計数はそれぞれ四捨五入しているため、合計において一致しない場合がある。 

（注 2）比較増▲減額の（ ）書きは、令和５年度の対令和４年度伸率である。 
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（２）令和５年度の一者応札・応募の状況は表２のとおりであり、契約件数は５件（6.8％）、

契約金額は 1 億円（1.9％）となっている。これらは、入札・契約手続運営委員会等にお

いて、参加資格の拡充など競争性を十分に確保したものの、結果的に一者応札・応募とな

ったものである。 

 

令和４年度と比較して、一者応札・応募による契約件数は同数であり、金額は 1 億円

減少した。これは、令和４年度にシステム開発等金額規模の大きい契約を行ったことに

よるものである。今後も、一者応札・応募の改善を図るべく、令和４年度に引き続き、参

考見積の提出を受けたが入札不参加となった業者へ不参加理由をヒアリングしつつ、シ

ステム調達については、組織したＰＭＯ（Portfolio Management Office）を活用するこ

とによる、競争参加資格要件の見直しや、受注者が理解しやすい具体性のある仕様書の

作成を行う等、更なる競争性の確保に向けた取組を進めることとする。 

 

 

表２ 令和５年度の一者応札・応募状況  

  （単位：件、億円） 

  令和４年度 令和５年度 比較増▲減額 

２者以上 
件数 43 (89.6%) 69 (93.2%) 26 (60.5%) 

金額 15 (88.1%) 46 (98.1%) 31 (215.5%) 

１者以下 
件数 5 (10.4%) 5 (6.8%) 0 (0.0%) 

金額 2 (11.9%) 1 (1.9%) ▲ 1 (▲ 55.4%) 

合計 
件数 48 (100.0%) 74 (100.0%) 26 (54.2%) 

金額 16 (100.0%) 47 (100.0%) 30 (183.2%) 

 

（注１）計数は、それぞれ四捨五入しているため、合計において一致しない場合がある。 

（注２）合計額は、競争契約（一般競争、指名競争、企画競争、公募）を行った計数である。 

（注３）比較増▲減額の（ ）書きは、令和５年度の対令和４年度伸率である。 

 

 

２．重点的に取り組む分野（【 】は評価指標） 

上記１の現状分析等を含め総合的な検討を行った結果、債券等の引受・募集等に係る

契約について、次のとおり取り組むこととする。 

・債券等の引受・募集等に係る契約 

債券等の引受・募集等に係る契約については、これまでも一般競争入札等により競

争性を確保した上で契約を締結している。 

令和６年度においても、引き続きこの取組を通じて競争性・透明性の確保を図る。 
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【一般競争入札等による契約：100％】 

 

３．調達に関するガバナンスの徹底（【 】は評価指標） 

（１）随意契約を締結することとなる案件については、事前に、機構内に設置された入札・

契約手続運営委員会等において、会計規程における「随意契約によることができる事由」

との整合性や、より競争性のある調達手続実施の可否の観点から点検を行うこととする。 

【入札・契約手続運営委員会等による点検実施率：100％】 

 

（２）内部統制委員会において、半期毎の契約締結状況における一者応札・応募となった

契約等について、その要因を分析し、改善すべき点がないか点検を行うとともに、その

結果について組織全体で共有を図ることとする。 

【内部統制委員会による点検実施率：100％】 

 

（３）当機構において、これまで不祥事は発生していない。引き続き、契約手続規程に則

り適正に契約手続が行われているかどうかについて経理課において確認するとともに、

予定価格調書については、封入後、金庫に保管し漏えい防止に努めることとする。また、

談合等の情報があった場合には、法人内に設置された公正入札調査委員会において調査

等を行うこととする。 

令和６年度においても入札談合等関与行為防止法の研修を実施するなど、引き続きコ

ンプライアンス意識の向上を図る。【実施結果】 

 

 

４．自己評価の実施 

調達等合理化計画の自己評価については、各事業年度に係る業務の実績等に関する

評価の一環として、年度終了後に実施し、自己評価結果を主務大臣に報告し、主務大臣

の評価を受ける。主務大臣による評価結果を踏まえ、その後の調達等合理化計画の改

定・策定等に反映させるものとする。 

 

 

５．推進体制 

（１）推進体制 

本計画に定める各事項を着実に実施するため、総務担当理事を総括責任者として、

入札・契約手続運営委員会等により調達等合理化に取り組むものとする。 

 

総括責任者  総務担当理事 

副総括責任者 経理担当理事、企画担当理事 
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メンバー   総務部長、経理部長、企画部長、関西業務部長 

 

（２）契約監視委員会の活用 

監事及び外部有識者によって構成する契約監視委員会は、当計画の策定及び自己評

価の際の点検を行うとともに、これに関連して、競争性のない随意契約、一者応札・応

募の契約及び公益法人向け支出について事後点検を行い、その審議概要を公表する。 

 

６．その他 

調達等合理化計画及び自己評価結果については、当機構のホームページにて公表する

ものとする。 

なお、計画の進捗状況を踏まえ、新たな取組の追加等があった場合には、調達等合理化

計画の改定を行うものとする。 

 

 


